
桜川市水道事業審議会

第１回

【日 時】令和６年１０月１７日（木）１４時から

【場 所】桜川市役所真壁庁舎３階 ３３５０会議室
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水道事業の広域連携について

＜協議事項①＞



【経緯】前回（令和5年2月）の答申の要点

① 真壁地区及び大和地区での全量受水への転換や大和地区内の配水場

の統廃合等による大規模施設改修について、実施すべき

② 水道事業の経営基盤の強化を当面の目標として、資金残高の確保を

目指すべき

③ 一般会計からの必要額の繰入が難しくなった場合には、料金を改定

し、水道料金の値上を実施する

④ 茨城県水道ビジョンで示された広域連携及び経営統合へ、積極的に

参加すべき

①
単独経営
でも実施

＜水道事業の広域連携について＞
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水道事業の広域連携について

＜協議事項①＞



現在目指している、広域連携の形態

＜水道事業の広域連携について＞

出典：茨城県水道ビジョン



水道事業の広域連携スケジュール

＜水道事業の広域連携について＞
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【締結事項】

・統合の時期

・統合の方法

・統合の主体

・協議会設置

・運営体制 等

令和10年4月 目途令和6年12月 令和６年度中現在 将来
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・協議会の設置

・協議会での調整内容

の確認

・作業部会の設置 等

基本協定締結説明
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基本協定（案）第３条



＜水道事業の広域連携について＞

広域連携による施設最適化の概要

項 目 内 容 ※時期は予定

配水場化、統廃合する
浄水場の概要

【配水場化する浄水場 】

真壁浄配水場：R11（2029）年度 … 単独経営でも配水場化

堤上浄配水場：R18（2036）年度

【廃止浄水場】

高久浄水場 ：R11（2029）年度 … 単独経営でも配水場化

【浄水場箇所数】３箇所 → ０箇所

広域化事業の概要
羽田配水場の増設

水道管路緊急改善事業：R7（2025）～R16（2034）年度



＜水道事業の広域連携について＞

広域連携による施設最適化
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水道事業の広域化による事業形態

＜水道事業の広域連携について＞

【現 状】 【経営一体化後】 （参考）事業統合後
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・ 事業統合までの間は、各市町村の会計は別々に管理

・ 例えば、○○水道事業に赤字が出たとしても、原則、

他の水道事業からの補填は無い

※当該自治体一般会計からの繰り入れなどで対応する
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水道事業の広域化による組織形態

＜水道事業の広域連携について＞

【現 状】 【経営一体化後（当面）】
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経営一体化に向けた考え方

＜水道事業の広域連携について＞

組織
運営体制

・当面は、市町村単位で水道事務所を設置
・経営一体化する団体数などの動向を踏まえて、本局の組織体制

及び出先機関の運営体制を検討

職員の確保
・一体化する市町村から、職員を県に派遣（自治法派遣）

地元意見の
集約

・経営一体化した市町村の首長を委員とした会議体（市町村長会
議）を設立

下水道料金
の徴収

・各市町村の下水道部門から県企業局に、料金徴収を委託する

※自治法派遣：給与や勤務条件等の待遇及び福利厚生等は、
派遣元の市町村の制度による

基本協定（案）第６条



水道事業に係る資産の承継（案）

＜水道事業の広域連携について＞

資産の承継 ・一体化する市町村の水道事業の用に供する資産は、県（企業局）に引き継ぐ

固定資産
流動資産

・固定資産台帳に記載のある資産は、すべて引き継ぐ
・水道事業の用に供さない施設は、原則市町村に移管するなど引き継がない

固定負債
流動負債

・固定及び流動負債は全て引き継ぐ

施設の統廃
合後に不要
となる施設
の取扱い

・施設の統廃合後に不要となる地下水の一部を災害時など非常時用に継続保有
する必要性が認められる場合は、市町村に移管し、行政財産として保有する

一般会計の
経費負担
（基準外繰入）

・料金を据え置くため、赤字補填のために行っている市町村の一般会計の経費
負担については継続
※一般会計の経費負担を行わない場合は、当該市町村の水道料金の値上げを

検討

基本協定（案）第７条



広域化に係る国交付金の概要

＜水道事業の広域連携について＞

広域化事業

■ 市町村域を超えて３以上の水道事業体が５年以内に広域化事業統合又は経営の一体化をする場合、 下記の交付金を活用することができます。

○ 基本単価要件
なし

○ 事業開始時期
広域化後から事業着手
可能

○ 交付上限
圏域内の広域化事業費
の総事業費が上限

○ 交付率 １／３

２０２４年
２０２５年 ２０２６年 ２０２７年 ２０２８年 ２０２９年 ２０３０年 ２０３１年 ２０３２年 ２０３３年 ２０３４年

（１年目） （２年目） （３年目） （４年目） （５年目） （６年目） （７年目） （８年目） （９年目） （１０年目）

広域化事業 経
営
統
合

（
経
営
の
一
体
化
）

協
定
締
結

※ 経営統合の時期が早まれば、その時点から運営基盤強化等事業の活用が可能となる。

■ 交付金を最大限活用することができるスケジュール（参考）

①連絡管等の整備連絡管やループ管、

バイパス管など

②集中監視設備

③統合浄水場等

④事務関係システムの統合

⑤基幹管路の耐震化

⑥旧事業体が統合前の５年間に行っ

た建設改良費の平均を上回る更新

・改修事業

①耐震化、老朽化対策

②連絡管等

③集中監視設備

④統合浄水場等

⑤統廃合に伴い廃止する水道施設の

撤去

など

運営基盤強化等事業

運営基盤強化等事業

上限



＜水道事業の広域連携について＞

単独経営と広域連携の比較
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○広域連携による施設最適化により、将来の投資額を抑えることが可能となり、令和18（2036）年度以降は、企業局の料金体系

（受水費）が単独経営よりも安価なことなどから、将来的には広域連携の方が単独経営と比較して給水原価は安価となる

○供給単価については、広域連携では単独経営を上回る時期があるものの、将来的には供給単価の上昇が抑制される
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＜水道事業の広域連携について＞

単独経営と広域連携の比較 ※料金据置の場合

＜資金残高の推移＞＜純利益の推移＞

○ 広域連携においては、配水場化に伴い更新需要が減少することや国交付金（広域化事業・運営基盤強化等事業費）

の活用等により、純利益、資金残高ともに広域連携時が有利となる
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